
 
 

食肉等の生食に関する対応について（概要）（案） 

基本的な考え方 

○ 食肉等の生食については、食中毒の危険性が高いことから基本的に避けるべきであると普及啓発が行われてきたところで
あるが、生食用食肉（牛肉）及び牛肝臓に関する規格基準の策定後、今まで生食用として提供されていなかった食肉等が提
供されるようになった実態がある。 

 

○ このため、現在、食品衛生法に基づく規格基準やガイドラインの対象となっていない食肉等について、科学的見地に加えて、
消費者の認識や食肉等の関連事業者の取組等も踏まえつつ、公衆衛生上のリスクの大きさに応じた規制のあり方等につい
て検討するため、薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会乳肉水産食品部会のもとに、幅広い関係者が参加する「食肉等の
生食に関する調査会」を設置し、検討を行った（計４回開催）。 
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（２）公衆衛生上のリスクの大きさに応じた規制の必要性 
○ 食の選択は基本的には消費者による選択の自由が認められるべきものであり、公衆衛生上のリスクが高くないと考えられ 
 る場合には、食品等事業者による衛生水準の向上とともに、消費者による自主的なリスク回避が可能となるよう、リスクコミュ 
 ニケーションを充実させることが望まれる。 
○ 一方で、自治体においては、食品衛生法に基づく規格基準がないものについては、事業者に対する監視指導の効果にも 
 限界があるとの指摘もなされている。また、消費者にとっては飲食店で提供されるものは安全という認識もあり、牛レバーの 
 提供が禁止となる直前に駆け込み需要が増えたとの指摘もあり、消費者が食肉等の生食によるリスクについて必ずしも正しく 
 認識しているとは言えない状況にある。 
○ このため、飲食に起因する危害が生命そのものに関わる公衆衛生上のリスクが高いものについては、消費者によるリスク回 
 避のみに食中毒の発生防止をゆだねることは適切ではなく、重大な事故を未然に防止するための対応を検討する必要がある。 

（３）公衆衛生上のリスクの大きさの考え方 
○ 以下の観点を踏まえ、公衆衛生上のリスクの大きさを整理する。 
 ① 危害要因の性質等（病原体が引き起こす症状の重篤性や 
   二次感染の有無等） 
 ② 流通量（飲食店等での提供実態） 
 ③ リスク低減策の有無（様々な研究を踏まえた食中毒発生を低減する方法） 

（１）検討趣旨 

○ 調査会においては、食肉等※の生食について、提供実態、関係業界の取組、汚染実態、食中毒発生状況、食中毒原因物
質による重篤性の程度等をもとに、それぞれの公衆衛生上のリスクの大きさに応じてどのような対応が妥当かを検討した。 

 

  ※既に検討がなされた牛（肉・肝臓）や馬肉以外の豚、鶏、その他鹿、猪といった野生動物の食肉等 

○ 食肉等の種別ごとに、危害要因、流通量、リスク低減対策を分析し、リスクの大きさ、検討
の優先順位を決定する。

リスクの大きさに応じた規制のあり方について検討（イメージ）
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対応方針 

豚 
（食肉、内臓） 

E型肝炎ウイルス（★） 
サルモネラ属菌 

ある － 
    高 
 
※内部が汚染 

法的に生食用としての提供を禁止 
  （中心部加熱を義務づけ） 
（Ｅ型肝炎ウイルスに加えて寄生虫による危害も考えられ、 
 内部までの加熱が必要） 

牛 
（肝臓以外の 

内臓） 

腸管出血性大腸菌（★） 
サルモネラ属菌 

ある 

一般的に湯引き処
理等がされている  
※食肉、肝臓は既 
 に規制あり 

    高 
 
※表面が汚染 

研究を実施しリスクに応じた対応策を検討 
（病原微生物の浸潤がどこまで起こるか研究を行い、結果に 
 基づいて衛生管理方法を検討する） 

羊・山羊、鹿、
猪その他 
野生鳥獣 

Ｅ型肝炎ウイルス（★） 
サルモネラ属菌  等 
（汚染状況等のデータは少ないもの
の、食中毒原因となり得る病原体とし
て考えられるもの） 

少ない － 生食のリスクは高い
が流通量は少ない 

生食すべきではない旨を改めて指導・周知徹底 
（流通は限定的で公衆衛生全体に与える影響は潜在的だが、 
 生食のリスクは高いと考えられる。） 

鶏 
（食肉、内臓） 

サルモネラ属菌 
カンピロバクター 

多い 
一部の自治体で
対策を講じている 中 今後、具体的な対応策を検討 

（鶏については、一部自治体における取組や現在行われている 
 研究結果を踏まえ、具体的な対応策を検討する。馬について 
 は、検討対象とすべき危害要因も含め、対応策を検討する。 
 さらに、既存の規制以外の手法についても検討する。） 

馬 
（肝臓以外の 

内臓） 

サルモネラ属菌 
（汚染状況等のデータは少ないもの
の、食中毒原因となり得る病原体とし
て考えられるもの） 

多い 
食肉、肝臓につい
て衛生基準がある 低 

生食に係る食肉等の種別ごとの対応方針 

 食肉等の生食は食中毒の危険性があることから基本的に避けるべきであり、特に、子供や高齢者、免疫の低下している方は生
食を避けるべきであるということは引き続き広く周知が必要 

 一部の食肉等に関する法的規制の導入により、逆に規制されていないものはリスクが小さいとのメッセージを与えてしまわないよ
うに注意が必要 

 既に規格基準が設定されている牛肝臓については、現在実施されている牛肝臓に対する放射線照射に関する研究を実施し、有
効性及び安全性の検討を引き続き実施する 

 食肉等の生食に係る対応に加えて、食肉等の調理の段階で人や調理器具を介して食品・食器が汚染され食中毒が発生すること
がないよう、引き続き、取組が必要 

 食肉等の生食による食中毒の発生防止のためには、飲食店等の食品等事業者及び消費者がリスクについて十分理解すること
が重要。危害要因の性質等に関して、厚生労働省のホームページにおける周知を図るほか、食品等事業者だけでなく一般消費
者にも分かりやすいリーフレットを作成する等、自治体や関係団体等とともに、幅広くリスクコミュケーションを推進することが重要 

今後行うべきリスクコミュニケーション、その他留意すべき事項 
（★）は生命に関わる重篤な症状を引き起こす危険性が高いもの 


